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３．予算（人件費の見積を含む。）、収支計画及び資金計画 

小項目 No.26（予算、収支計画、資金計画） 
【中期計画】 

（１）予算（人件費の見積もりを含む。） 別表１(略) 

 運営費交付金を充当して行う業務については、「２．業務運営の効率化に関する事項」で

定めた事項について配慮した中期計画の予算を作成し、当該予算による運営を行う。 

 

［人件費の見積り］ 

 期間中 49,000 百万円を支出する。 

 但し、上記の額は役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当、休職者給与

及び技術協力派遣職員給与に相当する範囲の費用である。 

 

［運営費交付金の算定方法］ 

 ルール方式を採用 

 

［運営費交付金の算定ルール］ 

①平成 15 年 10 月 1 日から平成 16 年 3 月 31 日までは積み上げ方式とする。 

②平成 16 年度以降 

  次の算定式による 

  運営費交付金額＝[人件費＋｛業務経費（A）＋一般管理費（B）｝×α]×β 

                   ＋γ－自己収入（C） 

  α：消費者物価指数。各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度における具

体的な係数値を決定。 

  β：効率化係数。業務の効率化等を勘案して、各事業年度の予算編成過程において、

当該事業年度における具体的な係数値を決定。 

  γ：特殊要因。政府主導による重点施策の実施等の事由により時限的に発生する経費

であって、業務の運営に影響を与えうる規模の経費であり、各事業年度の予算編

成過程において、当該経費を具体的に決定。 

 （i）人件費  

    毎事業年度の人件費については、以下の数式により決定する。 

    人件費＝基本給等＋退職手当 

      基本給等：役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当及び超過勤務手当等の人

件費（退職手当を除く）をいい、次式により算定する。 

       基本給等＝直前の事業年度の基本給等×σ 

          σ：人件費調整係数。各事業年度の予算編成過程において、昇給原

資、給与改定及び外国為替変動等を勘案して、当該事業年度に
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おける具体的な係数値を決定。 

      退職手当：当年度退職予定者及び前年度以前の予定外退職者により想定され

る、毎事業年度の退職手当額。 

 （ii）業務経費（人件費を除く） 

    毎事業年度の業務経費（A）については、以下の数式により決定する。 

    業務経費（A）＝｛A（ｙ－１）―γ（ｙ－1）｝×ε1 

           A（ｙ－1）：直前の事業年度における業務経費（A）。 

         γ（ｙ－1）：直前の事業年度における特殊要因。 

              ε1：政策係数。法人の業務の進捗状況や新たな政策ニーズ等への対

応の必要性、独立行政法人評価委員会による評価等を勘案した

係数として、各事業年度の予算編成過程において、当該事業年

度における具体的な計数値を決定。 

 （iii）一般管理費（人件費を除く） 

      毎事業年度の一般管理費（B）については、直前の事業年度における一般管理費

（B）と同額とする。 

 （iv）自己収入 

      毎事業年度の自己収入（C）については、以下の数式により決定する。 

     自己収入（C）＝C（ｙ－1）×ε2 

                 ε2：政策係数。自己収入の増加策等を勘案した係数として、各事業

年度の予算編成過程において、当該事業年度における具体的な

計数値を決定。 

 

（２）収支計画 別表２(略) 

寄附金収入、施設利用料等の自己収入の確保、固定経費の節減、予算の効率的執行によ

り適切な財務内容の実現を図る。 

●固定経費節減のため、国内外の施設・事務所のあり方について見直しを行う。 

 

（３）資金計画 別表３(略) 

融資事業における債権の回収を適切に行うよう努める。 

 

【年度計画】 

１．予算（人件費の見積を含む。）別表１(略) 

２．収支計画 別表２(略) 

寄附金収入、施設利用料等の自己収入の確保、固定経費の節減、予算の効率的執行によ

り適切な財務内容の実現を図る。 

「国内機関の総合的なあり方調査」の結果を踏まえて策定された国内機関再編の方針に

基づき、効率的、効果的な施設運営のための具体的な計画策定及び準備作業に着手する。 
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３．資金計画 別表３(略) 

融資事業における債権の回収を適切に行うよう努める。 

【当年度における取り組み】 

１．予算、収支計画、資金計画に関する実績 

 決算報告書：別表１ 

 損益計算書：別表２ 

 キャッシュフロー計算書：別表３ 

 

２．自己収入の確保、固定経費の節減、予算の効率的執行の実績 

自己収入のうち、寄附金については、平成１７年度においては全８件（１９４万円）の

受入実績があった。同実績には、パキスタン地震支援への充当を特定した寄附金（２件１

０７万円）が含まれる。 

雑収入については、別表１（決算報告書）のとおり１，０８０百万円の収入があったが、

そのうち予算編成時には見積もることのできない過年度経費の戻し入れ等を除くと収入は

３３０百万円であり、２１百万円の増収となった。この主な要因は、農業総合試験場にお

ける農畜産作物、種苗等の販売収入増加、在外事務所における借上住宅使用料収入増加に

よるものである。 

固定経費は、事務所賃借料、公用車経費、パソコン借料、通信運搬費及び光熱水料を対

象とし、その節減を図っている。１７年度は通信料金サービスについて競争入札を実施し、  

１６年度実績に比べて約３１百万円の通信運搬費の節減を図ったほか、光熱水料について

も約２３百万円削減した。固定経費の主なものの経費実績は、財務諸表附属明細書の費用

明細内訳として確認される。 

予算の効率的執行については、平成１５年度、１６年度に引き続き、長期派遣専門家の

新規派遣人数の削減、専門家手当の合理化、研修員滞在経費の削減等に取り組んだ。運営

費交付金債務の残高は、５，０２７百万円となっており、その内訳は以下のとおりである。 

 

契約済みで支払いが翌年度になるもの    ２，４７９百万円① 

前渡金                    ４２０百万円 

人件費不使用額                ７６５百万円 

（うち退職手当                ６２５百万円） 

計画済みのもので実施が翌年度になるもの    ７０７百万円② 

リース債務（旧法人契約の元本返済分）      ７５百万円 

たな卸し資産、前払い費用、仮払金       １６０百万円 

その他不用額                 ４２０百万円 

             ※端数処理の関係で、合計と一致しない。  
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このうち、繰越し（①②の合計：コンサルタント契約、機材調達等）は３，１８６百万

円で、計画的な事業の実施等により、平成１６年度実績（４，２６２百万円）より１，０

７６百万円減少した。 

 

３．国内外の施設・事務所のあり方にかかる見直し実績 

（１）国内機関 

平成１６年度に実施した「国内機関の総合的あり方調査」の結果に基づき、平成１８年

度より首都圏の３国内機関（ＪＩＣＡ東京、ＪＩＣＡ八王子、ＪＩＣＡ広尾）の機能を再

編し、ＮＧＯや一般市民の国際協力への参加を支援する市民参加協力事業をＪＩＣＡ広尾

に集約するとともに、研修事業をＪＩＣＡ東京に集約し、ＪＩＣＡ八王子を閉鎖するため

１７年度はその準備を行なった。 

ＪＩＣＡ八王子については、平成１８年４月に組織上廃止し、研修事業をＪＩＣＡ東京

に、市民参加協力事業及びボランティア事業(募集、広報）を広尾センターに移管した。施

設は、平成１８年度に限りＪＩＣＡ東京別館として宿泊業務を行い、１８年度末に閉鎖す

る。ＪＩＣＡ八王子に配置していた人員は、１８年３月末に大幅に引揚げ(１１名から１名

に減）、実施面での効率化を図った。 

（２）在外機関 

 現場強化のさらなる推進、選択と集中に沿った拠点の再編、及び限られた人材リソース

の効果的な再配分の観点から、在外における事務所のあり方及び平成１８年度からの改編

について検討を行った。 

 

４．融資事業における債権回収の実績 

特殊法人等整理合理化計画（平成１３年２月）に基づき、開発投融資事業は平成１４年

度をもって廃止となり、１４年度以降新規の融資承諾はない。また、移住融資事業につい

ても、平成１７年度末をもって廃止となり、１８年度以降の新規融資の予定はない（開発

投融資事業及び移住融資事業に係る債権の返済期限（最終）は、それぞれ平成４３年度、

平成２７年度である。）。 

（１）開発投融資 

貸付金元金及び利息の回収を実施した。一部繰上げ償還があったため、回収額は年度当

初の計画額と比較し１０５百万円の増となった。また、利息は繰上げ償還により貸付残高

が減った結果、０．３百万円の減となった。（下表のとおり） 

 

              （単位：百万円） 

 計画額 実績額 差額 

元金 1,595 1,701 106

利息 220 219 △0.3

合計 1,815 1,920 105
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（２）移住関係 

 移住融資債権及び入植地割賦債権の元金及び利息等の回収を実施した。 

 平成１７年度は、天候不順等による不作、市況の低迷等により返済が遅延している債務

者が多く、計画額４５２百万円に比して１２１百万円減の３３１百万円を回収した。 

 

                            

 

 

 

 

 

 

 

 計画額 実績額 差額 

373 264 △109 

うち融資 362   245 △117 

元金 

入植地 11 19 8 

79 67 △12 

うち融資 75 59 △16 

利息 

入植地 4 8 4 

合計 452 331 △121 

（単位：百万円） 
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